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    OECD 諸国における特殊合計出生率（TFR）と女性の参加率の相関は 1980 年
ごろから以前は負の関係にあったのが、その後正の関係に転じたことは良く知ら
れている（Brewster and Rindfuss 2000; 樋口 2004）。すなわち、以前には女
性の労働力参加率の比較的低い国が出生率が高かったのが、現在では女性の労働
力参加率の高い国が出生率も高くなっているという現象が見られるのである。
Englehardt et al.  (2004)によると、図１に見られるように、２変数の相関係
数は 1980 年代にマイナス 0.4 以下からプラス 0.4 以上へと次第に変化し、1986
年ごろ負から正へと逆転している。 
 









                                                 
1 Kőgel (2004)と Engelhardt et al. (2004)の文献の存在については社会保障人口問題研
究所の岩澤美帆氏よりお教えいただいた。このＤＰを書くきっかけともなっているので記し
て感謝したい。シカゴ大学大学院生 Wonjae Lee の研究助手としての協力にも感謝する。 
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   Kőgel らの分析はこの問には答えを与えていない。本稿では問３に関係する
２つのメカニズムがあることを仮説として提示しそれを実証する。問１の答えが
もし否であるなら問２も以下のように修正する必要がある。 


























る。しかし２変数の正の相関は Brewster and Rindfuss(2000), Ahn and Mira 









    赤川の分析は一時点での出生率と女性の労働力参加率にのみ着目しているが、
この結果見過ごされた点がむしろ重要である。それは始めに紹介したようにこれ
らの OECD 諸国間では 1980 年以前には女性の労働力参加率と出生率が負に相関し
ていたのが 1990 年代には、同じ国々の間で、関係が正に逆転しているという事
実である(Brewster and Rindfuss 2000, Engelhardt et al, 2004)。女性の労働  4
力参加と出生率の関係に時代的変化があり、この変化の原因を明らかにすること
が重要なのである。 
   
































2.1  経済理論とそれに関係する家族と就業役割の両立に関する理論 
    出生率と女性の就業について最重要と考えられるのはベッカーの理論に代表











2.1.1    子供の質のコストおよび育児手当の効果について 

























ド率に強く影響する場合もあり（山口 2005）、育児休業効果については OECD 諸
国についても再吟味の余地があると思われる。本稿でも OECD 諸国についてこの
点を再検討する。 
    
2.1.2   機会コストの効果に関する理論 





については Brewster and Rindfuss (2000)を参照）。一方女性の就業が現在出
生率を下げるか否かについては、これが本稿の主なテーマであるが、序で述べた
時代的変化もあり、未だ明確でない。しかし、理論的には下げるという仮説が成
































2.2  文化・価値観変容理論 
    本稿ではこの理論を直接検証はしないが、OECD 内の欧州諸国での少子化傾
向には個人の価値観の変容が大きく関係しているという理論および仮説があり、
その理論を簡単に検討しておきたい。この理論は van de Kaa (1987)によって導  7
入され、彼や Lethaeghe (Lethaeghe and Meekers 1986; Lethaeghe and Surkyn 
















































































の仮説   9

























まった 1990 年代以降では、1980 年以前に比べて、女性の就業と出生率の負の関
係は弱まったという推論に導く。 
 
    相殺的間接効果増加仮説は、以下の図２を用いて説明する。図２の左側は
1980 年以前の状態を、図の右側は 1990 以降の状態を表すとしよう。両方の状態
に共通しているのは、出産可能年齢期間の女性の労働力参加は出生率を減少させ









うのが、この仮説である。   10
 

































































    第２のデータ制約として「仕事と家庭の両立度（work-family 
friendliness）」の OECD 諸国の指標としては 2001 年の OECD Employment 
Outlook の物が唯一であるという点である。この指標は OECD Employment 










4.1  統計モデル 
    まず一般的モデルとして以下のようなモデルを考える。 





推定値も一致性を持たなくなる。したがってそれは望ましい方法でない。   12
 
   l o g ( () ) () ( () , () ) () ( 1 ) ii i i i Ft gt fptvt t α ε =+ + +  
 
ここで Fi(t)は時点 t における国 i の出生率を、αiは国 i の固定効果を、g(t)は







  今 pi(t)の国 i における個別の観察開始時を Siとし、T を T> Siを満たす統
一観察時とし、式（１）について T 時と Si時の差を取ると国別固定効果に依存
しない以下の式を得る。 
 





4.1.1  モデル A 
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      仮説１  女性の労働力参加率の高さは低い出生率と結びついている
（β1<0）。 
      仮説２  仕事と家庭の両立度の高さは出生率を増大させる（β2>0）。 













    式（5a）において () i rTは時点Ｔにおける各国間の相対的両立度の程度で、
これは観察されていると仮定する。相対的でなく絶対的な両立度の程度は 
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この結果このモデル A については、交互作用効果 β3について単に差 T-Siでなく、
T と Siの値を個別に分かり（つまり時点０が何時であるかを知り）、またパラメ
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4.2.2.  モデル B 
    モデル B はモデル A の交互作用の部分を違った形で定式化して得られるモデ
ルである。今モデル A の式（3a）から交互作用部分を省くと (( ) ,( ) ) ii f ptvt  
12 () () ii p tv t β β =+となるから、これを変化率で表すと、 (( ) ,( ) ) / ii df p t v t dt  
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    式(3b)ではパラメーターβ1とβ 2のそれぞれは、交互作用効果がないとき
は、式(3a)のものとまったく同値となる。また () ) ( () ( / ) i i Tc vt r tT d + = + を仮定




    仮説３(修正)  女性の労働力参加率の増加の対数出生率の増加へ及ぼす負の
影響は、仕事と家庭の両立度が大きいほど減少する（β3>0）。 
 
    式(2)と式の(3b)、  (4a)、 (5a)を結びつけると以下の式を得る
3。 
                                                 
3式（6b）は以下の式を用いて導かれる。 
  (( ) ,( ) ) (() ,() ) i i ii ii fpTvT fpS vS −  
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   式 (6b)はいわゆる原点を通る定数項のない回帰式で、T-Si、 () () ii i p Tp S − 、
() ( ) ii rT T S − 、 () ( () () ) ii i i rT pT pS − の４っの独立変数を用いれば係数 2 (/ ) bc T β + 、
13 (/ ) cT β β + 、β2/T 、β3/T の推定値が得られる。このことから以下のことが分
かる。 
  （１）パラメーターβ2とβ 3の有意に関する仮説２と仮説３はモデルＢの式




() ( () () ) ii i i rT pT pS − を説明変数から省くモデル）において、 () () ii i p Tp S − の係数
からその平均的効果が検定できる。 
  （３）パラメーターｂの有意に関する時代的趨勢傾向の有無については、 
両立度の影響と交互作用効果を共に省き、説明変数 T-Siと () () ii i p Tp S − のみを
含むモデルの T-Siの係数からその平均的効果が検定できる。 
 
    また女性の交互作用を含むモデルで労働力参加率の増加(( ) () ) ii i p Tp S − の出





    このようにモデル A と異なりモデル B の利用においては T と Siの個別の知
識を必要とせず、ただその差 T-Siが分かればよく、したがって 0 時が何時であ
ったのかの仮定を必要としないですむ点に大きな利点がある。またモデルＡと異
なり、パラメーターd も回帰式に全く関係しない。交互作用効果について理論的
にはモデル A のほうが分かりやすいが、モデル B は未知のパラメーターの値につ
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4.2   データ 
      表１は以下の分析に用いる 18 カ国のデータを提示している。前述したよ
うに１８カ国しか分析に含めないのは、OECD Employment Outlook 2001 年版に
初めて掲載された両立度の指数がこの 18 カ国のみに与えられているからである。
観察開始年はモデルの記述で時点Ｓiであるが、図１に見られるように女性の労
働力参加率と出生率の関係の主たる変化は 1980 年以降にあったので、もし 25～
34 歳の女性の労働力参加率が OECD Labor Force Statistics から 1980 年に既に
得られれば 1980 年、得られないときはそれ以降一番早くこの統計が得られる年
を意味する。ただし、OECD Labor Force Statistics の統計表における年齢表象
区分が他の国と異なるため、イタリアのみは 25～39 歳の女性の参加率で代替し
ている。モデルの時点Ｔは両立度指数の公表された翌 2002 年を用いている。 
     


















果の分離にはまったく問題がない。     
 
  表１の最後の列に 1980 年の TFR の値を掲載しているが、この値は補足分析の
みで用い、モデルＢを用いた主たる分析では用いない。 
                    表１：OECD１８カ国のデータ
１    
                                                 
4 国別固定効果を考慮しているので誤差項に serial correlation がないと仮定するか、あ
るいはＴとＳiが十分離れているので ε(T)と ε(Si）の相関が無視できると仮定すると式
（3ｂ）の OLS の推定値は条件付最尤推定値は一致する。以下の分析はこの仮定に基づく。   17




















カナダ  1980  62.8  80.3 1.74 1.52  0.2  0.5 -0.3  1.74 
アメリカ合衆国  1980  65.5  75.0 1.84 2.01  1.2 -0.3  1.5  1.84 
日本  1980  48.7  66.0 1.75 1.33 -2.9 -2.3 -0.6  1.75 
デンマーク  1983  88.1  83.1 1.38 1.72  2.9  3.3 -0.4  1.55 
フィンランド  1980  81.8  80.3 1.63 1.72 -0.3  1.5 -1.8  1.63 
スウェーデン  1980  81.3  82.1 1.68 1.64  3.3  2.5  0.8  1.68 
ギリシャ  1983  46.7  71.9 1.94 1.27 -3.4 -1.3 -2.1  2.23 
イタリア  1980  50.5  64.7 1.64 1.26 -1.9 -0.3 -1.6  1.64 
ポルトガル  1980  64.8  84.0 2.19 1.42 -2.2  0.0 -2.2  2.19 
スペイン  1980  34.0  73.3 2.22 1.26 -2.5 -0.7 -1.8  2.22 
アイルランド  1981  36.4  77.6 3.07 1.97 -1.1  0.0 -1.1  3.23 
イギリス  1984  61.2  75.3 1.77 1.63  1.3 -0.3  1.6  1.89 
オーストリア  1994  76.2  79.0 1.44 1.40 -0.6 -0.3 -0.3  1.62 
ドイツ  1980  61.1  76.1 1.44 1.34  1.3 -0.2  1.5  1.44 
オランダ  1980  40.9  79.8 1.60 1.73  2.7 -0.8  3.5  1.60 
べルギー  1983  70.9  80.1 1.56 1.62  0.2  0.1  0.1  1.67 
フランス  1980  68.7  78.6 1.95 1.88 -0.1  0.4 -0.5  1.95 
オーストラリア  1980  52.8  70.7 1.90 1.75  1.9 -2.0  3.9  1.90 
 
１原資料： 
    FLPR: OECD Labor Force Statistics 1980-2000;OECD Labor Force 
Statistics 1982-2002.  年齢はイタリアを除き２５～３５歳、イタリアは２５
～３９歳。 
    TFR: World Bank WDI data base. 




5.1   基本事実と予備分析 
 
5.1.1  出生率と女性の労働力参加率の相関とその変化について 
    基本事実として、図１で記述したような特徴が 19 カ国のデータに制限した
表１のデータに成り立つことを確認しておこう。まず対数出生率と女性の労働力
参加率の相関であるが、表 1 のデータでは「観察開始時」で-0.602 と１％有意
の負の相関、2002 年では逆に 0.425 と 10％有意ではあるが正の相関となってい
る。即ち、観察開始時から 2002 年時点までの変化は図１の特徴と一致している。 
 
5.1.2   出生率が時代を超えて無相関であることとその主な理由について   18










    実は図３で示すように、出生率そのものは直接的には時系列的に強い正の相
関があるはずなのだが、それを相殺する仕事と家庭の両立度を通した間接的な負
の影響があって、結果として無相関になったと考えられる（仕事と家庭の両立度

















5.1.3  仕事と家庭の両立度の主な決定要因について 
    図３について、一言補足しておくことが重要と思われる。仕事と家庭の両立
度は、少子化対策のみのためにもたらされたものではなく、他の重要な要因とし  19
ては女性の労働力参加率の高さがあるという点である。実際 1980 年時点の女性












5.2  国別固形効果を考慮したモデル B に基づく分析 











表 2．国別固定効果と考慮したモデルＢの結果 1：従属変数 2002 log( / ) Si TFR TFR  
――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
                モデル 1      モデル 2      モデル 3 
１．年代差:(2002-Si）/10  0.021 (0.66)  -0.012 (0.58)  0.008 (0.44) 
                      [-0.096]     
２．女性の労働力参加率の増加（ (2002) ( ) ii i p pS − ） 
             -1.103**(3.51) -0.699** (3.38) -0.810*** (4.79)    
                   [-0.577]     
３．「両立度：総合」ｘ「年代差」 
                         -------        0.033*** (5.27) 0.012 (1.50)  
                                       [ 0.547] 
４．「女性の労働力参加率の増加」  ｘ  「両立度：総合」 
                         -------        -------         0.226** (3.08) 
Adjusted R
２              0.552          0.832           0.893                    
***p<0.001; **p<0.01; *p<0.5; †<0.10.  カッコ内はｔ統計値。有意度は小標
本であることを考慮る入れている。なおモデル２について[]内は標準化された回
帰係数値を示す。      20






















    以上のように表２の結果は、モデルＢで検証できる仮説１，２、３ 
がすべてデータにより支持されることを示す。 
 


























表 3．国別固定効果と考慮したモデルＢの結果 2：従属変数 2002 log( / ) Si TFR TFR  
――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
                 モデル 3      モデル 4      モデル 5 
 
１．年代差:(2002-Si）/10 -0.001 (0.06) -0.003 (0.16)   -0.005 (0.27) 
                        [-0.011] 
２．女性の労働力参加率の増加（ (2002) ( ) ii i p pS − ） 
              -0.834**(3.49) -0.797***(4.15) -0.799***(4.35)    
                       [-0.683] 
３．「両立度：育児と仕事」ｘ「年代差」 
                         0.023†(2.05)  0.019†(1.85)   0.020* (2.31) 
                       [ 0.252] 
４．「両立度：職の柔軟性」ｘ「年代差」 
                         0.035***(5.37) 0.004 (0.39)    0.004  (0.42) 
                       [ 0.532] 
５．「女性の労働力参加率の増加」  ｘ  「両立度：育児と仕事」 
                        -------         0.036 (0.22)          -------- 
６．「女性の労働力参加率の増加」  ｘ  「両立度：職の柔軟性」 
                        -------         0.290** (3.14)  0.287** (3.26)        
 
Adjusted R
２             0.835           0.894           0.902                    
***p<0.001; **p<0.01; *p<0.5; †<0.10.  カッコ内はｔ統計値。有意度は小標
本であることを考慮る入れている。なおモデル 4 について[]内は標準化された回
帰係数値を示す。   
    
６．結論と議論 
    主な結論をまず再提示しておこう。 
    （１）女性の労働力参加率の高さは低い出生率と結びついている(仮説１)。 
    （２）仕事と家庭の両立度は出生率を増大させる  (仮説２)。 
    （３）上記の（１）と（２）効果は大きさにおいてほぼ同等である。   
    （４）女性の労働力参加率の増加率の対数出生率の増加率の負の関係は、仕
事と家庭の両立度が大きいほど減少する(仮説３)。 
    （５）女性の労働力参加率の増加の効果を考慮した後、それだけでは説明で
きない少子化傾向という時代的趨勢効果は見られない。   22




    （７）育児と仕事の両立度は、女性の労働力参加率の増加との間に交互作用
がなく、直接的には女性の労働力参加率の増加の対数出生率の増加への負の効果
を弱めない。 





























          表４．相殺的間接効果増加仮説に関係する相関係数 
           FLPR2002     FLPR 観察開始時 






                         
両立度：育児と仕事     0.695**   0.731***       -0.599*   23
両立度：職の柔軟性    -0.003    -0.028           0.015   
 

















   
    （９）1980 年代以前に比べ 1990 年以降女性の労働力参加の増加が少子化に
与える負の影響が減ったことには理論的には交互作用仮説と相殺的間接効果増加
仮説が考えられるが、 















      次に序節で述べた問４の「もし、出生率と女性の労働力参加率の関係が負
であるのなら、なぜ OECD 諸国でその２変数の相関をとると近年は正になるの
か？」を議論したい。実は完全な回答は無いのだが、まず事実として 2002 年時  24









    以上の発見はわが国の少子化対策に対しどのような結論を意味するのか？ 
託児所充実や育児休業の拡大など育児と仕事の両立度は、表１に OECD の両立指





    今回の分析で重要性をより示したのは職場や労働市場の柔軟性の重要さであ


































べき課題である。   
      26
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